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要 旨 

ダム貯水池の利水操作時における全球気象情報の利用可能性を検討することを目的と

して，管理対象とする河川流域の降水量と複数の全球気象情報の格子点データとの相関関

係を利用した長期貯水池操作手法を構築した。まず，各気象情報の格子点値のうち，流域

降水量と強い相関を示した格子点における観測値（解析値）を予測因子として考え，これ

らの予測因子を説明変数とした将来の長期降水量の予測重回帰式を構築した。次に，貯水

池操作手法については，降水予測結果と現在の貯水池の状態を考慮しながら動的計画法に

より実時間で求めた放流戦略に従って放流を行う方法をとった。提案手法を，実流域を対

象に適用した結果，3か月降水量の予測精度が改善された。また，得られた予測結果を用

いて利水放流決定のシミュレーションを行った結果，予測を考慮しない場合と比較して操

作結果が改善されることが確認された。 
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1. はじめに 

 

渇水管理を目的としたダム貯水池の長期操作を効

果的に行うためには，管理対象である河川流域の将

来の気象・水文状況が予め把握できることは重要で

ある。渇水が比較的長期間にわたる少雨現象によっ

て引き起こされることに鑑み，わが国では概ね数週

間から数か月先までの流域の将来の状態に関する降

水または流況の予測情報があることが望ましいとさ

れることが多い（例えば，永井ら，2003）。各国の

気象機関が提供する現業気象予報の中には，こうし

た数週間から数か月先の期間を対象とした中長期気

象予報等の予報メニューが用意されており，これら

を利用することが可能である。 

しかし，予測期間がこのように長期間に及んでく

ると，大気の持つ非線形性の効果が極めて大きくな

ることから，予測精度が大きく低下することは避け

られず，そのことがダム貯水池の実管理において中

長期気象予報を定量的に利用することを難しくして

いる。例えば，池淵ら（1990）やKojiri et al. (1994)

では，現業の中長期気象予報を利用した長期貯水池

操作手法について検討を行っているが，一定水準の

予測精度の確保が難しく，実用化にはいまだ至って

いない。 

こうした状況に鑑み，現業の中長期気象予報のみ

を頼みにするのではなく，管理対象の河川流域の長

期の将来における気象・水文状態をより広範な視点

から推し量ろうと，多様な情報源の利用が検討され

ている。一般に，気象現象は空間スケールが大きい

ほど，その時間スケールも大きいことが知られてお

り，惑星規模の現象であれば，その時間スケールは

数か月を超えるものもある（小倉，1984）。このこ

とから，特に，全球にわたるような広域の空間スケ

ールを持つ気象現象の中には，流域の比較的長期の

将来における気象・水文状態と関係が深いものがあ

る可能性が考えられることから，近年，水資源管理

における広域気象情報の利用に関する研究が盛んに

行われている。櫻井（1996）は，北半球上空におけ

る気圧高度分布状況や太平洋の数種の海域における

海面水温分布状況から，ニューラルネットワークを

用いて日本の各地点の少雨現象や渇水状況を予測す

る手法について検討を行っている。Robertson and 

Ghil（1999）は， PNA（Pacific-North American）パ

ターンやTNH（Tropical- Northern Hemisphere）パタ

ーン，ENSO（El Niño/ Southern Oscillation）などのテ

レコネクションパターンや太平洋におけるΩ型ブロ
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ッキングの状況を利用して，アメリカ合衆国西部の8

地点の観測点における冬季の降水量および気温の分

布を統計的に推定することを試みている。Xoplaki et 

al.（2000）は，ギリシャにおける冬季降水量の空間

分布と，大西洋北東部からヨーロッパの対流圏中層

の循環場と見なせるヨーロッパ上空における500hPa

ジオポテンシャル高度分布及び地表面気圧分布との

関係を分析するために，EOF（Empirical Orthogonal 

Functions）とCCA（Canonical Correlation Analysis）を

実施し，水資源管理に有用と考えられる3つの典型的

なCCAパターンを得ている。野原ら（2010）では，

北半球の500hPaジオポテンシャル高度分布を用いて，

数個に分類された典型的なジオポテンシャル高度分

布の各パターンの生起と流域降水量との統計的関係

を利用した長期降水予測手法を構築し，日本の貯水

池の利水操作に反映させることで，渇水対応のため

の放流調整の合理化を図ろうとしている。また，

Maity and Kumar（2009）は，ENSO及びEQUINOO

（Equatorial Indian Ocean Oscillation）とインドの

Hirakudダムにおけるモンスーン期の流入量の変動

との水文・気候学的な関係を，主に相関解析によっ

て調べ，ENSO及びEQUINOOの合成指標から流入量

を予測する方法について，検討を行っている。 

しかし，以上のいずれの研究においても，対象と

する地域または河川流域における地域スケールの気

象・水文状態との関係が先験的に期待される広域ま

たは遠隔地の気象現象を考慮の対象としている。対

象とする流域によっては，当該流域との関係性が期

待されるような気象現象が，必ずしも明らかとなっ

ていないところもある。また，地域気候と何らかの

関連性があると考えられる広域気象現象が既に明ら

かになっている場合においても，日本の山岳域にお

けるダム流域のように，より小さな空間スケールの

流域の降水・流況との関連性に特化して考えた場合

には，流域の水資源管理に役立つような別のシグナ

ルが広域または遠隔地の気象現象に内在する可能性

も考えられる。 

こうした観点から，水資源管理への全球気象情報

の利用にあたり，やや探索的な方法を取っている研

究もある。Sveisson et al.（2008a, 2008b）では，カナ

ダのChurchill Falls流域における春季の河川流量との

間に関連性を示す，大気の大規模循環指数やテレコ

ネクション指標，気温・気圧や海面水温などの情報

を，相関解析や合成図解析によって探索し，これら

の情報を用いた流況予測手法について検討している。

また，Han（2009）では，全球降水量GPVとタイの

Chao Phraya川流域のBhumibolダム流入量とのラグ相

関解析を行い，高い相関を示すGPVを予測因子とし

た長期ダム流入量の予測手法を構築している。しか

し，これらの研究では，降水量あるいは流量の予測

方法に関する議論に終始しており，各種の気象情報

の利用によって最終的に貯水池操作がどのように改

善されたかについては検討されていない。また，適

用対象についても，いずれの研究においても大陸に

おける比較的大きな面積を有する流域を取り上げて

おり，我が国においてしばしば見られるような，山

間部の比較的小さな流域において，広域気象現象と

の同様な関係が見られるかどうかについては，いま

だ十分に議論されていないのが現状である。 

そこで，本稿では，近年，各国の気象機関から提

供されている複数の全球気象情報を用いて，対象と

する河川流域の降水量との関連性の大きな気象要素

や，そういった現象が生起する位置を定量的に選択

しつつ，当該地点における気象状態を考慮した長期

貯水池操作手法を構築する。具体的には，対象流域

の長期降水量と各全球気象情報に含まれる各格子点

値との相関解析を行ってまずは両者の線形の関係を

調べ，高い相関を示す地点における気象状態を予測

因子とする降水量予測重回帰式を構築するとともに，

当該予測結果を活用したダム貯水池の利水放流決定

手法を開発する。そして，開発した利水操作手法を

日本の山岳域に集水域を持つダム貯水池に適用し，

全球気象情報の利用可能性について検討を行う。 

 

2. 提案手法の概要 

 

2.1 利用する全球気象情報 

近年の計算機資源の性能の向上や情報通信技術の

進展に伴い，気象観測地点での観測結果を基礎にし

た数値計算により算出された気象諸量の解析データ

が，全球にわたる格子点データの形式で各国の気象

機関から提供されている。本研究では，大気及び海

洋の状態を表す気象諸量のうち，一般的に，流域に

おける概ね数週間から数か月程度の長期的な気象・

水文状態に影響を及ぼす可能性が考えられる気象諸

量を考慮する。具体的には，全球の大気の状態につ

いては，大気中下層における気圧（気圧高度）およ

び気温，すなわち500hPa気圧高度，850hPa気圧高度，

地表面気圧，500hPa気圧高度面気温，850hPa気圧高

度面気温，地表面気温の6種の気象量を考える。また，

海洋の状態については，大気に大きな影響を与える

大気・海洋間の熱交換を考慮するため，海面水温を

考え，大気と海洋を合わせて7種の気象量を考える。 

次に，上記の気象諸量の状態を把握するために利

用する情報についてであるが，貯水池での実管理で

用いることを念頭に置くと，利用する情報には，情

報へのアクセス性が高く，また，最新の情報を素早

く入手できることが求められる。さらに，過去の統
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計データを用いる上では，長期間のデータの蓄積が

あることが望ましい。本稿で考慮しようとする気象

諸量については，いずれもオンライン上で長期間に

わたる全球データを無償で公開している機関があり，

比較的これらを容易に利用できる体制となっている。

こうした全球気象情報のうち，本研究では，大気の

状態を示す500hPa気圧高度，850hPa気圧高度，地表

面気圧，500hPa気温，850hPa気温，地表面気温の気

象諸量については，米国海洋大気庁地球システム研

究所（NOAA/ESRI）のWEBサイト上で提供されてい

るNCEP/NCAR再解析データ（National Centers for 

Environmental Prediction/ National Center for 

Atmospheric Research Reanalysis Data）（Kalnay et al., 

1996; Kistler et al., 2001）の月平均データを利用する。

一方，海面水温については，気象庁が作成し，海上

保安庁海洋情報センター（JODC）が運用する北東ア

ジア地域遅延モードデータベース（NEAR-GOOS 

RDMDB）で公開されている，月平均海面水温データ

セット（Global Sea Surface Temperature: glbsst）を利

用する。利用する全球気象情報のスペックをTable 1

に示す。 

 

2.2 提案操作手法の概要 

 本研究では，全球の気象の状態から統計的に推定

した長期降水量の予測情報を考慮した長期貯水池操

作手法を開発する。長期降水量としては，概ね1～3

か月程度先までの降水状況を考え，ダム貯水池の操

作目的としては利水操作を考える。以下では，長期

降水量の予測対象期間が向こう3か月間である場合

を例に取り，提案手法の概要を述べる。 

 まず，全球気象情報の中から予測対象期間の積算

降水量の予測因子を探索するため，前項で取り上げ

た7種の各全球気象情報の各格子点における解析値

と，対象とする流域における1月から12月までの各月

を始点とする予測リードタイム分の積算降水量との

ラグ相関解析を実施する。このとき，全球気象情報

の各格子点値については，時間スケールについては，

概ね1か月～3か月程度の期間における平均値，空間

スケールについては，概ね1格子点から9格子点（3

×3格子点）の平均値を考える。また，3か月間先ま

での予測を行うことから，相関解析の際には最大3

か月間の時間ラグを考慮する。 

 次に，相関解析の結果，7種の各全球気象情報の各

格子点のうち，1月～12月までの各月を始点とする予

測対象期間の積算降水量とそれぞれ最も高い相関を

示す格子点を選び出し，それぞれを各予測対象期間

における降水量の予測因子の候補と見なす。すなわ

ち，7種の各全球気象情報を代表する予測因子の候補

7つが，予測対象とする期間ごとに得られることにな

る。続いて，これらの予測因子を説明変数とした降

水量予測のための重回帰式を予測対象期間ごとに構

築する。この際，各重回帰式にとっての最適な説明

変数の組合せを赤池情報量基準（Akaike Information 

Criteria: AIC）（Akaike, 1974）を用いて決定する。 

 一方，対象ダム貯水池の放流戦略は，対象流域の

降水予測状況を元に決定する。本研究では，主にダ

ム貯水池の利水操作を考えるので，操作目的を渇水

被害の最小化と設定する。予測状況を元にした放流

戦略の最適化は，降水予測対象期間において想定さ

れる対象流域での降水状況と流域及び貯水池の状態，

各種制約条件を考慮した上で，動的計画法（Dynamic 

Programming: DP）によりリアルタイムで実施する。

ただし，日本におけるダム貯水池のように，比較的

貯水容量が小さなダム貯水池や，年間の河川の流況

の変動が激しい流域においては，1か月間や3か月間

といった長い期間における総降水量や流況の平均的

状態を最適計算モデルに与えるのみでは，現実的な

操作戦略を算定するには時間スケールが大きくなり

Table 1 Properties of datasets used in this study 

Meteorological element 

[Dataset] 
Spatial range

Spatial 

resolution 
Temporal range

Temporal 

resolution 

Updatete

frequency

Pressure height  

(500hPa, 850hPa) 

Surface pressure 

Air temperature 

(500hPa, 850hPa, surface) 

[NCEP/NCAR reanalysis] 

90°N-90°S, 

180°W-180°E
2.5 degrees grid Jan. 1948 - present Monthly Monthly

Sea surface temperatures 

[glbsst] 

80°N-80°S, 

180°W-180°E
2 degrees grid Jan. 1946 - present Monthly Monthly
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すぎる恐れがある。さらに，DPによる最適化計算に

おいて，貯水池における連続式を直接計算するため

には，ダム貯水池への流入量や河川流況に関する予

測情報が必要である。そこで，前述の過程で算出さ

れた予測積算降水量を，予測対象期間内の各日の降

水量の気候値に基づいて比例配分することで，日単

位の予測降水量系列を算出する。さらに得られた予

測日降水量系列から，日単位の予測流況系列を算出

する線形重回帰式を推定し，この重回帰式によって

求められた予測流況系列を用いて，利水放流戦略の

決定を行う。 

 

3. 全球気象情報を利用した貯水池操作手法 

 

3.1 相関解析 

前述のように，全球的な気象情報には，その空間

スケールから，目的とする流域の将来における気

象・水文状況と関係の深い情報が含まれている可能

性があるが，そのような情報に含まれる全てのデー

タが流域の気象・水文状況との良好な関係を示すと

は限らない。むしろ，流域の気象・水文状況とほと

んど関係が見られないデータが大半であることが十

分に考えられる。まずは，両者の関係性について，

客観的な分析を行うことが，情報に含まれる大量の

データの中から流域の気象・水文状況と関係が大き

く予測因子となり得るようなシグナルと，逆に関係

が小さいノイズとを識別する上で重要であろう。そ

こで，全球気象情報と流域の気象・水文状況との間

の関係性の分析の第一歩として，両者の線形な統計

的関係を分析し，本研究で考慮する7種の各全球気象

情報の各格子点における解析値と，対象とする流域

における1月から12月までの各月を始点とする各予

測対象期間の降水量のそれぞれとのラグ相関解析を

実施する。ラグ相関解析は，次式に従って算出する。 
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ここで，rxy(m, g, n) は，m月を始点としたLPか月先ま

での期間（降水予測時における予測リードタイム分

の期間）における積算降水量と，n番目の全球気象情

報の格子点g周辺のLG個の格子点におけるm月より

遡る一定の平滑化期間LMの気象の平均状態との相関

係数である。xraw(j, m, g, n)はn番目の全球気象情報の

格子点gにおけるj年m月のデータ，ymon(j, m)はj年m月

の対象流域の月降水量データ，x(j, m, g, n)は時空間平

滑化後のn番目の全球気象情報の格子点gにおけるj

年m月のデータ，y(j, m)は対象流域における時間積分

後のj年m月を始点とする積算降水量，TJは統計年数，

( , , )x m g n および ( , , )x m g nσ はそれぞれ時空間平滑化

後のn番目の全球気象情報の格子点gにおけるm月の

データの平年値および標準偏差， ( )y m および ( )y mσ
はそれぞれ対象流域におけるm月を始点とする積算

降水量の平年値および標準偏差， ( , , )xy m g nσ は時空

間平滑化後のn番目の全球気象情報の格子点gにおけ

るm月のデータと対象流域におけるm月を始点とす

る積算降水量の共分散である。 

1月～12月の各月を始点とする予測リードタイム

分の期間における積算降水量との相関解析を7種全

ての全球気象情報の各格子点に対して行い，ここで

は，各気象情報のうち最も強い相関を示す格子点に

おける気象状態を，その月に実施する降水予測の予

測因子と考える。 

 

3.2 長期降水予測手法 

次に，前節における相関解析の結果得られた予測

因子を用いて，1月から12月までの各月を始点とする

積算降水量を予測するモデルを構築する。前節の相

関解析の結果，合わせて12の降水量の各予測期間に

対して，各全球気象情報の中からその地点における

気象状態が流域の予測因子と見なされる格子点が，

それぞれ抽出される。これらの各格子点における気

象解析データを説明変数の候補として，予測対象期

間の積算降水量を予測する線形重回帰式を作成する。

重回帰式の推定の際には，7つの説明変数の候補の中

から，汎用的な予測能力が最も高いと考えられる説

明変数の組合せを，AICを最小にするように選択する。
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この結果，推定された重回帰式は，次式のように表

すことができる。 

 

*
0

1

( ) ( ) ( ) ( , ) ( )
k

i
i

y m a m a m x m i mε
=

= + ⋅ +∑   (7) 

 

ここで，y(m)は目的変数（予測変数）であるm月から

始まる予測対象期間の積算降水量，x*(m, i)はy(m)を

推定するための回帰式に含まれる説明変数の最適な

組み合わせとして選ばれたk個の全球気象情報のう

ち，i番目の全球気象情報に含まれる格子点値の中で，

予測対象期間の積算降水量との相関が最も大きい格

子点における解析値（説明変数），a0(m)，ai(m)，お

よびε(m)はそれぞれm月を始点とする予測対象期間

の積算降水量に関する予測回帰式における定数項，

説明変数iの係数，および残差項である。重回帰式は，

1月から12月までの各月を始点とする12の予測対象

期間の積算降水量についてそれぞれ推定される。こ

うして推定された予測重回帰式を用い，全球気象情

報の最新の観測状況から予測対象期間内の降水量の

予測を行う。 

 

3.3 流況予測手法 

 続いて，前節で求められた積算降水量の予測値を

用いて，予測期間内の流況の予測を行う。流況の予

測状況を考慮してダム貯水池における放流意思決定

を行うことを考えると，流況予測は，1か月間や3か

月間といった長期の予測期間における平均的な状態

ではなく，さらに細かい時間解像度を有することが

望ましいと考えられる。そこで，予測された対象期

間の積算降水量から，予測期間内の日単位の流況系

列を推定する。 

まず，予測対象期間の積算降水量の予測値から予

測期間内の各日の日降水量を算出する。日降水量は，

予測期間内の各日における降水量の気候値の多寡に

応じて，積算降水量を比例配分することで求める。 

次に，得られた予測対象期間における予測日降水

量系列を用いて，予測対象期間内の流況系列を求め

る。日単位の流況の算出には，統計データを用いて

あらかじめ構築した過去数日間の流況と降水量を説

明変数とする重回帰式をを利用する。予測対象とな

る流況としては，まず，対象ダム貯水池への流入量

が挙げられる。また，利水補給を目的に持つダム貯

水池には，一般的に河川のダム地点より下流側に流

況評価地点が定められていることが多い。こうした

流況評価地点がダム地点の直下流ではなく，ダム地

点からある程度距離のある箇所に定められている場

合，ダム地点から当該流況評価地点までの間に河川

に流入する水量（ダム貯水池の残流域流出量）が無

視できなくなる。この場合，残流域流出量について

も流況予測の対象とする必要があり，流況予測のた

めの重回帰式はダム貯水池への流入量と流況評価地

点までの残流域流出量のそれぞれを予測変数として

別々に推定しなければならない。下流の流況評価地

点が増えると，その分，流況予測回帰式の数が増え

ることになる。 

上記で推定した流況予測回帰式に，これまでの降

水・流況の観測状況と降水量の予測状況を入力する

ことによって，予測対象期間中の日単位の流況の予

測値が得られる。 

 

3.4 貯水池操作手法 

本研究では，ダム貯水池の操作目的として低水管

理に着目し，操作の最適化問題を需要水量に対する

供給不足によって生じる被害を最小化する問題とし

て考える。いま，T期先までの貯水池操作を最適化す

ることを考えると，この最適化問題の目的関数は次

のように定義できる（Nohara et al., 2009）。 

 

1

min
t

T

tr
t

H
=
∑  (8) 

 

ここに，rt は第 t 期 (t = 0, …, T ) における貯水池

からの放流量，Ht は第 t 期において当該流域が受け

る渇水被害を表わす被害関数である。いま，流況評

価地点がダム下流の河道における1地点である場合

を考えると，渇水による被害を表す関数は，池淵ら

（1990）と同様に，不足量と不足率の積として以下

のように定義する。 

 

2( ) / ( )

0 ( )
t t t t t

t

t t

d q d d q
H

d q

⎧ − >⎪= ⎨
≤⎪⎩

 (9) 

 

ここに，dt は第 t 期の下流流況評価地点における需

要量，qt は第 t 期の下流流況評価地点における流量

である。また，ダム貯水池の物理的制約，あるいは

操作規則上の制約は，次式の通りである。 

 

min maxtS s S< <  (10) 

 

min maxtR r R< <  (11) 

 

ここで，st は第 t 期期首における貯水量，Smin 及び 

Smax はそれぞれ利水容量の最小値及び最大値，Rmin 

及び Rmax はそれぞれ放流量の最小値及び最大値で

ある。また，貯水量の変化は，連続式を用いて次の
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ように表される。 

 

1t t t t ts s i r α+ = + − −  (12) 

 

ここに，it は第 t 期における貯水池の流入量，αt は

第t期における蒸発や漏水等による貯水量の減少量

である。ただし，本研究では，この効果を考えない

ものとし，以降ではαt = 0とする。一方，関数方程式

は次式のように定義される。 

 

{ }1 1

( ) min ( )

( ) min ( ) ( ) ( 1, , 1)
T

t

T T T T
r

t t t t t t
r

f s H q

f s H q f s t T+ +

=

= + = ⋅ ⋅ ⋅ −
 (13) 

 

ここに，ft(st)は将来被害関数であり，第 t 期期首に

おいて貯水量がstである場合に，第 t 期から第T期ま

での間に被り得る総被害の最小値を表す。全ての期

間に対する将来被害関数を第T期から第1期へと後退

しながら順に算出したのち，最適放流量 *
tr は次式の

ように求められる。 

 

{ }*
1 1min ( ) ( ) ( 1, , 1)

t
t t t t t

r
r H q f s t T+ += + = ⋅ ⋅ ⋅ −  (14) 

 

本研究の利水操作では，全球気象情報を基にした流

況予測情報を考慮しながら，ここで定義したDPモデ

ルを用いて最適化計算の対象期間内の日単位の最適

放流戦略を決定する。操作時には，算出した最適放

流戦略を念頭に置きつつ，流入量や貯水量などのダ

ム貯水池の最新の状態を反映させながら，実時間で

放流量を決定する。 

 

4.  適用と考察 

  

4.1 対象流域と適用条件 

提案する貯水池操作手法を，吉野川流域の早明浦

ダムを対象に適用した。適用期間は2001年1月～2005

年12月の期間である。早明浦ダムの諸元をTable 2に

示す。早明浦ダムは利水，治水，発電など，多目的

ダムとして運用されているが，本研究ではこれらの

操作のうち利水操作のみに着目する。すなわち，洪

水時には操作規則に定められた操作を行いながら，

原則としてダム下流の評価地点における水不足量

（渇水被害）を最小化することを目的として操作を

行い，発電による便益は評価しないものとする。早

明浦ダムの諸元を考慮すると，式(10)，式(11)は具体

的に次のようになる。 

 

3 8 30 (m ) 1.73 10 (m )ts≤ ≤ ×  (15) 

Table 2 Specs of applied reservoir 

Capacities  Specs 

Active storage capacity  289,000,000 m3 

Water use capacity  173,000,000 m3 

Flood control capacity Flood season ( Jul. 1st – Oct. 10th) 90,000,000 m3 

Dry season (Oct. 11th –Jun. 30th) 80,000,000 m3 

Power generation capacity Flood season ( Jul. 1st – Oct. 10th) 26,000,000 m3 

Dry season (Oct. 11th –June 30th) 36,000,000 m3 

Designed flood inflow  4,700 m3/sec 

Designed release discharge  2,000 m3/sec 

Maximum release discharge  
in case of no flood situation 

 800 m3/sec 

 

Fig. 1 Simplified model of the downstream of 

Sameura reservoir for application 
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3

3

0 2000 (m / s) ( )

0 800 (m / s) ( )

t

t

r for flood situation

r for no flood situation

≤ ≤

≤ ≤
 (16) 

 

 また，早明浦ダムとその下流域のモデルとしては，

DPを適用するために，利水操作を中心に行うことを

念頭に置きながら，ここではFig. 1に示すように単純

化したモデルを考えた。流況の評価地点は，Fig. 1に

示すように，早明浦ダムの下流にある池田ダムの直

上流に位置する。ここで，状態量として考えるもの

は，早明浦ダムの流入量及び貯水量，早明浦ダム直

下流から評価地点までに吉野川本川へ流入する水量

（残流域流出量），評価地点における河川流量の4

つであり，決定量は早明浦ダムからの放流量である。

早明浦ダムから評価地点までの区間には，比較的大

きな支川からの流入もあるが，これらも含めた全て

の支川流入の合計分の流入を残流域流出量として表

現した。さらに，この区間には吉野川の最も大きな

支川である銅山川からの流入もあるが，非洪水時に

おいては多くとも0.45m3/s程度の流量であるため，残

流域流出量に含めて考えた。以上から，流況予測の

対象としては，ダム貯水池への流入量とダム地点か

ら流況評価地点までの残流域流出量の2種となるが，

ここでは全球気象情報に基づく長期降水量・流況予

測情報が利水操作の改善に寄与する効果の評価を容

易にするため，残流域流出量については完全に予測

できるものと仮定し，まずはダム流入量のみを予測

対象として分析を行った。また，これに対応して，

降水量についても吉野川流域の流域平均値ではなく，

早明浦ダム上流域のデータを用いた。 

 全球気象情報の各格子点値と早明浦ダム上流域に

おける降水量との相関解析は，1976年～2000年の期

間のデータを用いて行った。また，降水予測のため

の重回帰式の推定についても，同様の期間のデータ

を用いて行った。一方，流況予測のための重回帰式

については，1979年～2000年の期間のデータを用い

て推定した。 

 長期降水量の予測対象期間については，1か月～3

か月，全球気象情報の格子点値の平滑化期間数につ

いては1か月～3か月，全球気象情報格子点値の平滑

化格子点数については1格子点～9格子点の範囲の任

意の組合せを考えた。ただし，以下では，紙面の都

合上，相関解析および降水予測の結果，予測精度の

改善が見られた組合せ，すなわち，長期降水量の予

測対象期間については向こう3か月間，全球気象情報

の平滑化格子点数および平滑化期間数については順

にその格子点を中心とする9格子点（3×3格子点）お

よび3か月間の条件の下での適用結果について述べ

る。適用は全シーズンについて行ったが，農耕期間

との関係で水需要量が大きくなる5月～10月の期間

（通常6月～10月とされる洪水期と概ね重なること

から以下では5月～10月の期間を洪水期と呼ぶ）が，

ダム貯水池の利水操作を考える上で特に重要である

と考えられるので，以下ではこの期間における適用

結果を中心に論じる。なお，利水操作の最適計算期

間については，降水量予測期間と対応させるように

考え，以下では向こう3か月間とする。 

 

4.2 相関解析結果 

 全球気象情報の各格子点値と早明浦ダム上流域の

3か月降水量との相関解析結果の例をTable 3に示す。

ここには，7月を起点とする3か月間の積算降水量と4

月から6月までの期間で平均した全球気象情報の格

子点値（3×3格子点の平均）との相関解析結果を示

している。Table 3を見ると，各全球気象情報の中で

流域降水量と最も強い相関を示した格子点値の流域

降水量との相関係数の絶対値は0.58～0.67の間に分

布していた。また，全期間を通じた適用結果では，

Table 3における500hPa気圧高度情報と850hPa気圧高

度情報のように，同様の位置の格子点が最大の相関

を示す格子点として選択されているケースが多く見

られた。この原因としては，最大の相関を示す格子

点の位置が互いに似ていた全球気象情報の示す気象

量がそもそも互いに密接に関係のある気象量同士で

Table 3 Results examples of correlation analysis (JAS/MJJ) 

Variable (abbrev.) Location of max correlated point Correlation 

Geopotential height at 500hPa (hgt500) 80°S, 75°W -0.60 

Geopotential height at 850hPa (hgt850) 77.5°S, 70°W -0.59 

Surface pressure (pressure) 5°S, 57.5°E 0.58 

Temperature at 500hPa (temp500) 30°N, 2.5°W -0.67 

Temperature at 850hPa (temp850) 80°N, 62.5°W -0.60 

Temperature at surface (temperature) 55°N, 0°E 0.65 

Sea surface temperature (sst) 6°N, 60°E -0.67 
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あり，そのためそれらの格子点値間にも比較的強い

相関があったことにより，降水量との相関解析の結

果も互いに似た結果となった可能性が考えられる。

また，相関解析結果では，各気象情報において最大

の相関を示す格子点には，対象流域からかなり離れ

た位置にある格子点が選ばれている事例が多かった

が，流域降水量に対するそのような大きな相関が対

象流域と遠く離れた格子点における気象量から得ら

れた物理的または力学的要因については，本研究で

は明らかにならず，今後の課題である。 

 次に，上記で得られた相関解析結果を用いて，各

月を始点とする3か月間の積算降水量を予測する重

回帰式の推定を，説明変数の組合せがAICを最小とす

る組合せになるように行った。洪水期の各期間に対

して推定された降水予測重回帰式における説明変数

の選択結果をTable 4に示す。Table 4内のMJJ/FMAと

いった表現は，予測における説明変数（全球気象情

報格子点値）の平均化期間と被説明変数（流域降水

量）の積算期間を表わしており，例えばMJJ/FMAの

場合は，2月から4月までの全球気象情報の格子点値

の平均値を使って，5月から7月までの流域積算降水

量を予測する重回帰式を表わす。同様に，JJA/MAM

は3月から5月までの全球気象情報の格子点値の平均

値を使って6月から8月までの流域積算降水量を予測

する重回帰式を表わし，以下同様にひと月ずつ後ろ

にずらした期間についての予測重回帰式の説明変数

の選択結果を表わしている。Table 4より，相関解析

結果において，流域降水量と最も強い相関を示す格

子点として互いに同じような位置の格子点が選ばれ

ていた全球気象情報のうちのいずれかが説明変数の

中から除外されていることが確認できる。重回帰式

の説明変数の選択時にAICを考慮したことにより，共

線性のある説明変数候補を除外できていることがう

かがえる。 

推定の結果，洪水期を対象とした5月～8月の各月

を始点とする3か月積算降水量の予測回帰式の説明

変数には，850hPa気圧高度面上の気温情報と海面水

温情報が最も頻繁に（4式中3式において）採用され

ていた（Table 4参照）。 

 

4.3 降水予測結果 

 前節で推定された重回帰式を用いて，全球気象情

報から3か月先までの積算降水量の予測を適用期間

内の各月において実施した。5月～8月を始点とする3

か月積算降水量の予測の2乗平均平方根誤差（RMSE）

をTable 5に示す。表中には，提案手法による予測結

果を使って算出したRMSEと，予測が得られない場合

として予測対象期間中に常に気候値（平年値）の降

水が生じると予測した結果得られたRMSEとを示し

ている。Table 5より，全期間を通じて算出された

RMSEは，気候値を予測値とした場合と比較して提案

手法では約3.7%改善していることが分かる。5月～8

月を始点とする各期間の予測結果に目を向けると，5

月，7月，8月を始点とする期間では，提案手法でRMSE

に改善が見られたのに対し，6月を始点とする期間で

は，逆にRMSEが大きくなり予測精度が悪化した。 

また，Table 4とTable 5の二つの結果を比較すると，

提案手法のRMSEが良かった期間では，全ての期間で

海面水温情報が降水予測回帰式の説明変数に含まれ

ていたのに対し，提案手法のRMSEが悪かった6月を

Table 5 RMSEs for three-monthly precipitation prediction 

Period 
Proposed prediction  

(mm) 

Normal prediction  

(mm) 

Total average in all season 480.1 498.3 

MJJ/FMA 254.8 302.0 

JJA/MAM 788.7 709.8 

JAS/AMJ 725.6 902.0 

ASO/MJJ 907.2 1060.2 

 

Table 4 Estimation results of best combination of predictors in the wet season 

Prediction Employed predictors AIC 

MJJ/FMA hgt500, sst 355.3 

JJA/MAM hgt500, pressure, temp850 370.2 

JAS/AMJ hgt850, temp850, temperature, sst 352.3 

ASO/MJJ pressure, temp500, temp850, temperature, sst 343.2 
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始点とする期間では，降水予測重回帰式に海面水温

情報が説明変数として含まれていなかったことが分

かる。これらの結果から，早明浦ダム上流域におけ

る洪水期（5月～10月）の長期降水量を予測する上で，

海面水温情報が良い予測因子になる可能性があるこ

とが考えられる。一般に海面水温などの海洋に関す

る現象が大気に比べてゆっくりと変化することから

（古川・酒井，2004），3か月という長い期間の積算

降水量との線形の関係が大気と比べて海面水温では

出やすかったのでないかと考えられる。一方，ここ

には示していないが，1月～4月，9月～12月を始点と

する主に非洪水期にあたる期間では，提案手法の予

測精度は気候値を予測値とした場合と比較して改善

が見られなかった。これらの期間における水文量の

変動性は洪水期のそれと比較すると一般的に小さい

わけであるが，このことが当該結果に影響したかど

うかについては，本適用からは明らかにならず，さ

らなる検討が必要であると考えられる。 

 

4.4 利水操作結果 

 前節で算出された向こう3か月間の積算降水量の

予測値を日降水量の平年値を基にした比例配分によ

り日単位の降水時系列に変換し，引き続いて流入量

を予測する重回帰式を用いて3か月先までの日流入

量系列に変換した。流入量を推定する重回帰式につ

いては，あらかじめ推定した次の式を用いた。 

 

1 2 1

3 1 4 2 5 3

1 2

3 4 5

0.4147, 0.1667

0.1150, 0.0531, 0.0270

t t t

t t t

i a p a p

a i a i a i

a a

a a a

−

− − −

= ⋅ + ⋅
+ ⋅ + ⋅ + ⋅

= =⎧
⎨ = = =⎩

 (17) 

 

ここに，ptは第t日の降水量である。算出された3か月

先までの予測流入量系列を考慮した，3か月先までの

日単位の最適放流政策をDPによって実時間で算出

し，算出した最適放流政策に従って日単位の放流操

作を行った。操作期間は2001年1月1日から2005年12

月31日までである。この期間における吉野川流域の

実際の状況は，2001年から2004年までの期間につい

ては，比較的豊水であったため，水の補給不足は生

じなかったが，2005年については4月から8月にかけ

ての少雨により，早明浦ダムの利水貯水率が一時0%

になるなど，夏季に厳しい渇水が生じた。 

 提案手法によるダム貯水池の利水操作によって生

じた渇水被害の結果をTable 6に示す。降水予測にお

ける予測精度の改善を反映して，提案手法による操

作の方が，気候値を予測として考えた場合の操作と

比較して良好な結果を示しており，全体として渇水

被害を約8.2%小さくすることに成功している。 

 より詳細に結果を見ると，比較的豊水であった

2001年から2004年については，そもそも渇水被害が

生じにくい流況であったこともあり，二つの操作に

大きな違いは見られなかった。2002年に気候値を予

測とした場合の操作において若干の被害が生じてい

るが，これは，2002年10月から同年11月にかけて気

候値から大きくかけ離れた少雨があったため，平年

程度の降水が得られるという見積りのもと操作を行

ったところ，結果的に過剰な放流を続け貯水量の低

下を招いたためである。 

 一方，実際にも渇水被害が大きかった2005年につ

いては，二つの操作間に比較的大きな差が見られた。

前述のように，2005年における吉野川流域では，著

しい少雨により，実操作および本適用シミュレーシ

ョンのいずれにおいても，早明浦ダムの利水貯水率

が一時0%となるほどの厳しい渇水に見舞われた。提

案手法に基づく操作結果および気候値を予測値とし

た場合の操作結果のいずれにおいても，現在あるい

は将来における貯水量の低下の見込みを反映して，

放流量を制限した結果，下流の流況評価地点におい

て河川流量が確保水量を大きくかつ長期間下回るこ

とになり，大きな渇水被害が記録された。しかし，

気候値を予測値とした場合の操作結果と比較すると，

提案手法による操作結果では渇水被害が小さく抑え

られている。降水予測精度が比較的良かった提案手

法では，長期降水予測において少雨傾向が予測され

たことから，貯水量の急激な低下を抑えるためによ

り早い段階から放流量の制限を行っており，結果と

して渇水の底にあたる期間において放流制限量を小

Table 6 Total damages caused by reservoir operations 

Period 
Operation with proposed 

prediction ((m3/sec)·day)

Operation with prediction of climatic 

normal value ((m3/sec)·day) 

Total 503.5 548.5 

2001, 2003 and 2004 0.0 0.0 

2002 0.0 2.2 

2005 503.5 546.3 
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さくすることができたことから，渇水による総被害

を小さくすることができたものと考えられる。 

 以上の結果は，3か月間の積算降水量といった，日

本の山岳域に位置するダム貯水池にとってはやや大

まかとも言える時間解像度の予測情報であっても，

予測精度がある程度確保されれば，当該予測情報を

考慮することによって渇水時における利水放流決定

を改善することができる可能性があることを示唆し

ている。また，提案手法により全球気象情報を考慮

した場合には，降水予測結果に加えて利水操作結果

についても改善が確認できたことから，全球気象情

報の利水操作への適用性が確認できたと考えられる。

また，本研究では，空間的には9格子点，時間的には

3か月分の平均化を施した全球気象情報の格子点値

と流域の3か月積算降水量との線形な関係を利用し

た操作手法を構築したが，非線形な関係ではなく線

形な関係を考慮するだけでも，貯水池の利水操作の

効率化を考える上で，ある程度の貢献が期待できる

ことが示されたと言える。 

 

5. おわりに 

 

本稿では， ダム貯水池の利水操作における全球気

象情報の利用可能性を確認することを目的として，

管理対象とする河川流域の降水量と複数の全球気象

情報の格子点データとの相関関係を利用した長期降

水予測手法を構築し，当該予測手法による予測情報

を考慮した長期貯水池操作手法を構築した。吉野川

流域早明浦ダムを対象に提案操作手法の適用を行っ

た結果，5月～8月を始点とする3か月積算降水量の予

測においては，6月を始点とする3か月間の積算降水

量の予測精度は気候値を予測値とした場合と比較し

て向上しなかったものの，5月，7月，8月を始点とす

る3か月積算降水量の予測精度には向上が見られた。

また，2001年～2005年の適用期間全てを通じても若

干の改善が見られた。また，利水操作においては，

当該降水予測情報を考慮することによって，特に渇

水時において操作精度の改善が見られた。 

以上のことから，本研究で提案した，全球気象情

報を利用した降水予測手法の一定の有用性が示され

るとともに，利水操作上も改善が見られることが確

認された。ただし，本研究では適用対象として一つ

の河川流域のみを取り扱っているため，今後は地域

の異なる複数の河川流域へ適用を行い，提案手法の

妥当性を引き続き検討する必要がある。また，相関

解析結果においては，流域降水量と遠方の格子点上

の気象量とが強い相関を示すことについて，物理的

な解釈を行うことができず，この点も今後の課題で

あると考えられる。 

本研究では，全球気象情報の格子点データと流域

長期降水量との線形な関係を利用した貯水池操作手

法を提案した。しかし，一般に大気や海洋が非線形

な挙動を示すことを考えると，全球気象情報の格子

点値との統計上の線形な関係を用いて推定すること

ができるのは，本稿の適用で考えた3か月間の積算降

水量のような，大まかな気象・水文状態にとどまる

可能性が考えられる。日々，意思決定がなされる貯

水池実管理に対してさらに有用な予測情報を提供す

べく，より細かな時間解像度の予測情報を提供しよ

うとする場合には，全球の気象状態と流域降水量と

の非線形な関係を考慮する必要があると考えられ，

今後はこの点についても検討していきたい。 
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Synopsis 

     A long-term reservoir operating scheme is proposed for the drought management considering 

large-scale meteorological conditions, which are correlated with precipitation in a target basin. In the 

proposed model, large-scale meteorological conditions, such as pressure height or sea surface temperature, 

which are highly correlated with basin precipitation, are firstly searched by use of correlation analysis. Basin 

precipitation and streamflow series for the coming three months are then predicted by use of multivariable 

regression models. Real-time reservoir operation is conducted by daily basis considering the prediction 

results of precipitation and streamflow, optimizing release policy for water use. Proposed reservoir operation 

model is applied to actual reservoir basin with the simplified river basin in Japan, demonstrating an 

improvement in the water release practices in comparison with operation without consideration of large-scale 

meteorological conditions. 
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